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１ 消    防 

 

 (1) 消防の組織       

ア 前橋市消防局のあゆみ 

本市の消防組織は、明治19年に最新式ドイツ型腕用ポンプを備えた「いろは」40組の自衛消防隊に始まり、

昭和28年４月消防組織法に基づく消防本部・消防署が発足した。 

その後、隣接町村との合併と併せ消防需要の多様化する中で、昭和32年に救急隊を昭和46年には特科小隊

（現在の高度救助隊）を設置し近代消防に取り組むとともに、昭和57年本署（現在の中央消防署）に予防査

察係（現在の地域安全係）を、平成４年に本部予防課に危険物係、分署（現在の消防署）に予防担当（現在

の地域安全係）を新設し予防業務等の充実を図った。 

また、平成10年４月の職員定数は321人と県下第２位の組織となった。 

施設面については、市街化地域の拡大や人口及び消防対象物の増加に伴う消防体制の整備を図るため、昭

和42年に東分署（平成12年に閉鎖）、昭和45年に西分署（現在の西消防署）、昭和49年に赤坂分署、昭和52年

に城南出張所（現在の城南分署）、昭和53年に利根出張所（現在の利根分署）、昭和58年に北分署（現在の北

消防署）、さらに昭和61年に南出張所（現在の南消防署）を設けて、消防力の整備、充実を図った。また、複

雑多様化する火災に備えるため、昭和58年に北分署（現在の北消防署）敷地内に濃煙、熱気が体験できる総

合訓練塔を設けて、隊員の質的向上に努めた。 

装備面については、昭和37年に18メートル級はしご消防自動車を導入、さらに、都市化の進展に併せ昭和

46年専任の特科小隊新設と30メートル級のはしご消防自動車を導入し以後順次、年次計画により救助工作車、

15メートル級はしご（バスケット）付消防ポンプ自動車、夜間災害に対応するための電源照明車等の特殊車

両の整備を図った。 

平成７年阪神淡路大震災を契機として緊急消防援助隊が組織され、高度救助資機材を装備した救助工作車

Ⅲ型及び被災地において自活しながら消防活動が出来る支援車を順次整備した。 

近年、救急業務の高度化に伴い、救急救命士の養成と併せ最新鋭の高規格救急車の整備に取り組んできた。 

前橋広域圏では、前橋市消防本部と勢多中央広域消防本部（本市を除く４町村の区域を管轄する消防本部

で、昭和50年４月１日に設置され、大胡町に消防本部・消防署（現在の東消防署）を、富士見村に西分署（現

在の白川分署）を設置する体制）の２つの消防本部がそれぞれ消防行政を進めていた。しかし、圏域住民の

生活や経済圏が広域化する中で、消防業務についての広域的な取り組みを目指し、前橋市、富士見村、大胡

町、宮城村及び粕川村の５市町村で共同処理することとなり、平成11年４月１日に職員定数400人の県内最大

規模の組織となる前橋広域消防本部がスタートした。 

統合から約１年後の平成12年４月25日には、前橋市朝日町四丁目に建設を進めていた防災センター機能を

備えた消防庁舎の竣工に伴い、消防本部及び中央消防署の全機能が移転し業務を開始した。これと併せて、

東分署の閉鎖、南出張所（現在の南消防署）の分署への格上げ、千代田出張所（現在の千代田分署）の新設

等消防署所の再配置が行われた。 

また、平成13年４月１日にも、組織の見直しが行われ、西分署、南分署及び北分署については消防署に、

千代田出張所、赤坂出張所、利根出張所及び城南出張所については分署にそれぞれ格上げされ、新しい体制

がスタートした。 

装備面等においては、平成12年３月、高層建物災害に対応できる38メートル級はしご（バスケット）消防

自動車を整備した。 

さらに、阪神淡路大震災を契機として、大規模災害が発生した場合の第一次情報収集・伝達体制を確保し、

災害に対する迅速・的確な防災活動を行うほか、総務省消防庁や全国の大規模消防本部へ情報を発信するこ

となどを目的とした画像伝送システムを導入し、平成13年４月25日に運用を開始した。 

平成16年12月５日にこれまで広域圏行政を遂行してきた５市町村のうち、富士見村を除く４市町村（前橋

市、大胡町、宮城村、粕川村）が合併するとともに、前橋広域市町村圏振興整備組合が解散し、現在の前橋

市消防本部が設置された。富士見村における常備の消防事務については、本市が事務委託を受ける形で継続

して事務を処理することとなった。 
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平成18年、各消防署に指揮隊を新設。平成19年には、合併した旧３町村の消防力を強化するため宮城分署

を新設した。翌20年４月１日には、中央消防署に県内初の高度救助隊を発足し、さらには、翌21年４月１日、

中核市移行に合わせ、消防局に名称変更。同年５月５日には事務委託を受けていた富士見村と合併し、新た

なスタートを切った。 

平成22年４月１日には、海外における大規模災害に対して被災国からの要請により出動し、救助活動等国

際緊急援助活動を行うことをその任務とする国際消防救助隊に、中央消防署の高度救助隊員を登録し運用が

開始された。 

また、同年４月には、高機能消防指令センターの運用を開始し、それに伴い、中央消防署に衛星小型可搬

局消防救急無線アダプタを積載した通信中継車を導入配備し、地域衛星通信ネットワークを活用した消防救

急無線を衛星中継するシームレス通信を全国で初めて実現させた。翌23年４月１日にはデジタル無線（活動

波）の運用を開始した。 

組織改編に伴い、平成26年４月、千代田分署を再編し、専任救急隊を配置。翌27年には、火災調査業務の

強化を図るため、予防課予防係を予防調査係へ、救急医療体制の強化を図るため、警防課救急救助係を警防

救助係と救急救命係に分化した。平成28年４月には、救助業務の更なる充実強化を図るため、東消防署及び

西消防署の第１小隊を救助小隊とした。 

前橋赤十字病院の新築移転に伴い、ドクターカー運用の効率化と救急救命士の教育体制の強化を図るため、

平成30年６月、同院内に救急ワークステーションを設置した。 

令和４年４月、ドクターカー運用による救急業務の高度化を図りつつ、多様化する救急需要に対し、安定

的かつ継続的に救急業務を行うため、救急課を新設。警防課救急救命係の業務を救急課救急企画係及び救急

救命係へ移管した。 

令和５年４月、救急需要が多い日中の救急体制を充実させ、現場到着時間の短縮及び救急隊員の負担軽減

を図るため、デイタイム救急隊の運用を開始した。 

 

イ 消防局、消防署及び消防分署の所在地 

 

                                  

消防局、消防署 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号 

消 防 局 前橋市朝日町四丁目２２－２ ２２０－４５００ ２２０－４５２８ 

中央消防署 前橋市朝日町四丁目２２－２ ２２０－４５１９ ２２０－４５２６ 

千代田分署 前橋市千代田町一丁目１－２１ ２３７－０１１９ ２３７－０４４９ 

赤 坂 分 署      前橋市上泉町１４２５－２ ２６９－６７８０ ２６９－６７９１ 

東 消 防 署      前橋市樋越町６２－１ ２８３－３３９９ ２８３－５８９９ 

宮 城 分 署 前橋市馬場町８９６ ２８０－２１１９ ２８０－２１２０ 

西 消 防 署      前橋市大渡町二丁目３－５ ２５５－０１１９ ２５１－０２４３ 

利 根 分 署      前橋市小相木町３９２－１ ２５２－５７８７ ２５２－５７３６ 

南 消 防 署      前橋市西善町７６６－２ ２６７－０１１９ ２６６－４４３７ 

城 南 分 署      前橋市二之宮町１１５０－３ ２６８－０１６６ ２６８－０１０８ 

北 消 防 署      前橋市上細井町１７９４－１ ２３１－０１１９ ２３３－７２５７ 

白 川 分 署      前橋市富士見町小沢１９１－１ ２８８－２７１９ ２８８－２８５４ 
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ウ 組織図（令7.4.1現在） 
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【局計：７６名】 

 

 

※各課の人員は、所属長＋各係の計 

 

 

※各消防署の人員には、消防署長を含む。 

【署計：３３３名】 

合計：４０９名 

宮 城 分 署 (12) 
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救 急 課 
( 4) 

(15) 

 

救急企画係 

救急救命係 
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エ 消防署及び消防分署の担当区域                          （令7.4.1現在） 

担 当 署 名 担    当    区    域 

中央消 防署 岩神町一丁目、岩神町二丁目、岩神町三丁目、岩神町四丁目、敷島町、緑が丘町、昭和町一

丁目、昭和町二丁目、昭和町三丁目、平和町一丁目、平和町二丁目、国領町一丁目、国領町

二丁目、住吉町一丁目、住吉町二丁目、若宮町一丁目、若宮町二丁目、若宮町三丁目、若宮

町四丁目、日吉町一丁目、日吉町二丁目、日吉町三丁目、日吉町四丁目、城東町一丁目、城

東町二丁目、城東町三丁目、城東町四丁目、城東町五丁目、紅雲町一丁目、紅雲町二丁目、

本町三丁目、表町一丁目、表町二丁目、三河町一丁目、三河町二丁目、朝日町一丁目、朝日

町二丁目、朝日町三丁目、朝日町四丁目、天川原町一丁目、天川原町二丁目、六供町、六供

町一丁目、六供町二丁目、六供町三丁目、六供町四丁目、六供町五丁目、天川町、文京町一

丁目、文京町二丁目、文京町三丁目、文京町四丁目、南町一丁目、南町二丁目、南町三丁目、

南町四丁目、朝倉町一丁目、朝倉町二丁目、朝倉町三丁目、朝倉町四丁目、天川大島町、天

川大島町一丁目、天川大島町二丁目、天川大島町三丁目、上大島町、女屋町、上長磯町、東

上野町、野中町、下長磯町、小島田町及び下大島町 

 千代田分署 大手町一丁目、大手町二丁目、大手町三丁目、千代田町一丁目、千代田町二丁目、千代田町

三丁目、千代田町四丁目、千代田町五丁目、本町一丁目及び本町二丁目 

 赤坂分署 三俣町一丁目、三俣町二丁目、三俣町三丁目、幸塚町、上沖町、下沖町、西片貝町一丁目、

西片貝町二丁目、西片貝町三丁目、西片貝町四丁目、西片貝町五丁目、東片貝町、上泉町、

石関町、亀泉町、荻窪町、堀之下町、堤町及び江木町 

東 消 防 署 大胡町、茂木町、堀越町、横沢町、滝窪町、東金丸町、河原浜町、樋越町、上大屋町、鼻毛

石町、柏倉町、市之関町、三夜沢町、大前田町、粕川町稲里、粕川町新屋、粕川町込皆戸、

粕川町深津、粕川町女渕、粕川町西田面、粕川町前皆戸、粕川町上東田面、粕川町下東田面、

粕川町一日市、粕川町中及び粕川町膳 

 宮城分署 苗ケ島町、馬場町、粕川町中之沢、粕川町室沢及び粕川町月田 

西 消 防 署 元総社町、元総社町一丁目、元総社町二丁目、元総社町三丁目、大友町一丁目、大友町二丁

目、大友町三丁目、大渡町一丁目、大渡町二丁目、石倉町、石倉町一丁目、石倉町二丁目、

石倉町三丁目、石倉町四丁目、石倉町五丁目、鳥羽町、下石倉町、総社町総社、総社町一丁

目、総社町二丁目、総社町三丁目、総社町四丁目、総社町植野、総社町高井、高井町一丁目、

総社町桜が丘、問屋町一丁目、問屋町二丁目、池端町、上青梨子町、青梨子町及び清野町 

 利根分署 箱田町、後家町、前箱田町、前箱田町二丁目、川曲町、稲荷新田町、下新田町、上新田町、

小相木町、小相木町一丁目、古市町、古市町一丁目、古市町二丁目、江田町、朝日が丘町、

光が丘町、大利根町一丁目、大利根町二丁目、新前橋町及び青葉町 

南 消 防 署 上佐鳥町、橳島町、朝倉町、後閑町、下佐鳥町、宮地町、西善町、山王町、山王町一丁目、

山王町二丁目、中内町、東善町、広瀬町一丁目、広瀬町二丁目、広瀬町三丁目、公田町、横

手町、亀里町、鶴光路町、新堀町、下阿内町、力丸町、徳丸町、房丸町、下川町及び駒形町 

 城南分署 下大屋町、泉沢町、富田町、荒口町、荒子町、西大室町、東大室町、飯土井町、新井町、二

之宮町、今井町、笂井町、小屋原町、上増田町、下増田町、鶴が谷町及び神沢の森 

北 消 防 署 勝沢町、小神明町、端気町、五代町、鳥取町、小坂子町、嶺町、金丸町、高花台一丁目、高

花台二丁目、上細井町、下細井町、北代田町、下小出町一丁目、下小出町二丁目、下小出町

三丁目、上小出町一丁目、上小出町二丁目、上小出町三丁目、龍蔵寺町、青柳町、荒牧町、

荒牧町一丁目、荒牧町二丁目、荒牧町三丁目、荒牧町四丁目、日輪寺町、川端町、田口町、

関根町、関根町一丁目、関根町二丁目、関根町三丁目、川原町、川原町一丁目、川原町二丁

目及び南橘町 

 白川分署 富士見町田島、富士見町引田、富士見町横室、富士見町原之郷、富士見町小沢、富士見町米

野、富士見町時沢、富士見町小暮、富士見町石井、富士見町漆窪、富士見町市之木場、富士

見町山口、富士見町皆沢及び富士見町赤城山 
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オ 消防車両の配置状況                            （令7.4.1現在） 

 

 (2) 火災予防指導状況                          （令和６年度） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)火 災 予 防       

ア 家庭の火災予防 

① 防火訪問 

避難行動要支援者制度の登録済み世帯に住宅防火診断を実施し、住宅用火災警報器の普及啓発や火災予

防指導を実施している。 

○ 避難行動要支援者登録者の住宅防火診断件数（令和６年度） 768 件 

 

② 住宅の火災予防 

発生した火災のうち住宅に係る火災が、全火災の約半分を占めていることから、火気使用器具の注意喚

起や、地域における放火防止対策の推進に取り組んでいる。 

また、住宅火災による死者を減少させるため、住宅用火災警報器の設置促進及び維持管理についての広

車種別 

 

 

 

所属別 

普

通

ポ

ン

プ

車 

 水
槽
付
ポ
ン
プ
車 

 梯

子

車 

化

学

車 

救

助

工

作

車 

 支

援

車 

軽

可

搬

車 

電

源

照

明

車 

救

急

車 

 指

揮

車 

そ

の

他 
計 

う

ち

非

常

用 

う

ち

非

常

用 

う

ち

非

常

用 

う
ち
高
規
格
車 

消 防 局 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 3 3 1 9 15 

中央消防署 1 0 1 1 1 1 2 0 0 1 1 2 2 1 2 13 

千代田分署 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 3 

赤 坂 分 署 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 2 

東 消 防 署 1 1 2 0 0 0 2 1 0 0 0 2 2 1 3 11 

宮 城 分 署 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 4 

西 消 防 署 1 1 2 1 1 0 1 0 0 0 0 2 2 1 1 9 

利 根 分 署 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 3 

南 消 防 署 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 5 

城 南 分 署 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 3 

北 消 防 署 1 0 2 1 1 0 0 0 0 0 0 2 2 1 1 8 

白 川 分 署 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 3 

計 4 2 16 5 3 1 5 1 2 1 1 17 17 6 23 79 

区     分 計 
防 火 ク ラ ブ 園  児 

事 業 所 
幼 年 少 年 女 性 小中高生 

消 火 訓 練 
回 数 2,187 47 34 0 66 2,040 

参 加 者 93,628 4,488 10,602 0 14,743 63,795 

避 難 訓 練 
回 数 2,196 48 32 0 68 2,048 

参 加 者 95,978 4,708 10,402 0 15,769 65,099 

通 報 訓 練 
回 数 1,949 31 26 0 62 1,830 

参 加 者 84,610 3,685 8,688 0 13,880 58,357 

防 火 教 室 
回 数 93 31 1 0 37 24 

参 加 者 12,959 3,575 40 0 8,707 637 
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報や、消防職員による住宅用火災警報器の取付け支援を実施している。 

 

イ 幼年・少年・女性防火クラブの火災予防 

① 幼年・少年・女性防火クラブの指導 

管内では「前橋市幼年少年女性防火クラブ推進委員会」を組織し、幼年、少年及び女性の各クラブ等の

活動を円滑に推進するため、育成、指導を行っている。 

 

② 幼年消防クラブの活動 

管内の保育園（所）、幼稚園単位でクラブ活動を実施し、幼児期から防火防災の思想を普及させ、火遊び

火災の減少に努めている。 

○ 組織状況（令7.4.1現在） 68 クラブ 7,531 人 

 

③ 少年消防クラブの活動 

管内では48の小学校と粕川地区のスポーツ少年団の１団体が組織され、学校、地域、家庭において活動

し、火災のない地域づくりに参加している。 

○ 組織状況（令7.4.1現在） 49 クラブ 15,590 人 

 

④ 女性防火クラブの活動 

家庭における火災予防の実践を推進する母体として、女性防火クラブが結成され、火災予防知識の向上

及び火災発生時の対応の方法等について研修し、これを地域、家庭において実行し、火災のない地域づく

りに参加している。 

○ 組織状況（令7.4.1現在） 9 クラブ 222 人 

 

ウ 事業所の火災予防 

① 建築物の消防同意 

消防機関が建築物（住宅含む。）の新築、増築等に際し、建築物の計画段階から防火上関与し、建築物の

防火の徹底を図っている。 

 ＜消防同意事務処理及び専用住宅通知状況＞                （令和６年度） 

受 付 件 数 同 意 件 数 不 同 意 件 数        専用住宅通知        

370 件 370 件 0 件 1,371 件 

 

② 消防用設備等の規制 

学校、病院、工場、事業所、興業場、百貨店等は、火災が発生すると人的、物的被害が大きなものとな

りやすいため、各種の消防用設備等の設置及び維持が義務づけられており、この規制事務を行っている。 

＜消防用設備等着工届、設置届及び消防用設備等検査済証の交付状況＞         （令和６年度） 

区         分 着 工 届 設 置 届 検 査 済 証 

消 火 設 備 71 件 230 件 189 件 

警 報 設 備 191 件 461 件 237 件 

避 難 設 備 19 件 336 件 150 件 

消 防 用 水 0 件 0 件 0 件 

消 火 活 動 上 必 要 な 施 設 5 件 1 件 1 件 

総 合 操 作 盤 1 件 4 件 3 件 

自 動 消 火 装 置 0 件 0 件 0 件 

合         計 287 件 1,032 件 580 件 

 



  17章 

- 273 - 

 

 

エ 危険物施設の火災予防（業態別危険物関係の施設状況） 

≪危険物製造所等の施設数≫                      （令和7.4.1現在） 

製 

造 

所 

貯      蔵      所 取  扱  所 

合 
 

 
 

 
 

 

計 
屋

内

貯

蔵

所 

屋

外

タ

ン

ク

貯

蔵

所 

屋

内

タ

ン

ク

貯

蔵

所 

地

下

タ

ン

ク

貯

蔵

所 

簡

易

タ

ン

ク

貯

蔵

所 

移

動

タ

ン

ク

貯

蔵

所 

屋

外

貯

蔵

所 

給

油

取

扱

所 

第
一
・
二
種
販
売
取
扱
所 

一

般

取

扱

所 

1 121 52 11 185 7 85 13 143 2 114 734 

 

オ 防火対象物の火災予防（防火対象物の施設状況）                   （令7.4.1現在） 

項   目 

政 令 区 分 

防 火 対 象 物 

地 上 ５ 階 
小  計 

未 満 以 上 

（合  計） 12,494 611 13,105 

(１) 
イ 劇場、映画館、観覧場等 18 2 20 

ロ 公会堂、集会場 212 1 213 

(２) 

イ キャバレー、カフェー等 7 0 7 

ロ 遊技場、ダンスホール 24 1 25 

ハ 性風俗関連特殊営業を営む店舗等 0 0 0 

ニ カラオケボックス等の個室型店舗 8 0 8 

(３) 
イ 待合、料理店等 3 0 3 

ロ 飲食店 329 1 330 

(４) 百貨店、マーケット等、展示場等 613 4 617 

(５) 
イ 旅館、ホテル、宿泊所 39 19 58 

ロ 寄宿舎、下宿、共同住宅 3,955 254 4,209 

(６) 

イ 病院、診療所、助産所 

(1) 4 3 7 

(2) 8 1 9 

(3) 9 8 17 

(4) 271 1 272 

ロ 
老人短期入所施設、養護老人ホーム

等 

(1) 196 4 200 

(2) 0 0 0 

(3) 0 0 0 

(4) 2 0 2 

(5) 35 0 35 

ハ 
老人デイサービスセンター、軽費老人

ホーム等 

(1) 80 1 81 

(2) 3 0 3 

(3) 128 0 128 

(4) 19 0 19 

(5) 84 1 85 

ニ 幼稚園又は特別支援学校 41 0 41 

(７) 小・中・高校、大学、各種学校等 354 31 385 

(８) 図書館、博物館、美術館等 9 1 10 

(９) 
イ 蒸気浴場、熱気浴場等 6 0 6 

ロ イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場 2 0 2 



17章   

- 274 - 

 

項   目 

政 令 区 分 

防 火 対 象 物 

地 上 ５ 階 
小  計 

未 満 以 上 

(10) 車両停車場、船舶発着場等 4 0 4 

(11) 神社、寺院、教会等 96 0 96 

(12) 
イ 工場、作業場 1,477 2 1,479 

ロ 映画スタジオ、テレビスタジオ 1 0 1 

(13) 
イ 自動車車庫、駐車場 153 2 155 

ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫 4 0 4 

(14) 倉庫 1,389 3 1,392 

(15) 前各項に該当しない事業場 1,761 108 1,869 

(16) 
イ 複合用途防火対象物（特定） 718 91 809 

ロ 複合用途防火対象物（上記以外） 410 72 482 

(17) 重要文化財 18 0 18 

(18) 延長５０ｍ以上のアーケード 4 0 4 

 

 (4) 消 防 通 信       

災害等通報受信件数 

ア 119番通報受信件数（携帯電話からの119番通報受信件数を含む。）           （令和６年） 

月別 

区分 
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 合計 

受信件数 2,228 1,961 2,097 1,930 1,974 1,961 2,366 2,211 1,978 2,009 2,038 2,328 25,081 

 

イ 携帯電話からの119番通報受信件数                         （令和６年） 

月別 

区分 
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 合計 

総受信件数 1,363 1,191 1,263 1,192 1,190 1,211 1,494 1,380 1,243 1,205 1,199 1,394 15,325 

他消防本部 

へ の 転 送 
52 45 49 35 29 29 40 35 31 24 24 32 425 

   ※ 総受信件数は、他消防本部への転送件数を含む。 
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 (5) 消 防 活 動       

ア 火災状況 

火 災 状 況 令和6年 令和5年 増  減 

総 火 災 件 数 （ 件 ） 95 97 △2 

内 訳 

建 物 火 災 49 61 △12 

林 野 火 災 1 2 △1 

車 両 火 災 13 10 3 

船 舶 ・ 航 空 火 災 0 0 0 

そ の 他 の 火 災 32 24 8 

焼 損 棟 数 （ 棟 ） 65 97 △32 

内 訳 

全 焼 15 23 △8 

半 焼 4 7 △3 

部 分 焼 18 33 △15 

ぼ や 28 34 △6 

り 災 世 帯 数 ( 世 帯 ) 41 59 △18 

内 訳 

全 損 12 11 1 

半 損 4 2 2 

小 損 25 46 △21 

り 災 人 員 （ 人 ） 79 123 △44 

建 物 

( ㎡ ) 

焼 損 床 面 積 2,093 5,770 △3,677 

焼 損 表 面 積 273 3,070 △2,797 

林 野 焼 損 面 積 ( ａ ) 117 25 92 

死傷者 

( 人 ) 

死 者 5 3 2 

傷 者 16 13 3 

損  害  額 （ 千 円 ） 226,646 371,776 △145,130 

内 訳 

建 物 208,583 357,123 △148,540 

林 野 187 0 187 

車 両 16,650 2,670 13,980 

船 舶 ・ 航 空 0 0 0 

そ の 他 1,226 11,983 △10,757 

爆 発 0 0 0 

出 火 率 2.9 2.9 0 

※ △印は減少を示す。 

※ 出火率とは人口１万人あたりの出火件数（当該年12月末日現在の人口による。） 
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イ 火災の主な原因 

 

ウ 救急活動 

 

 

令 和 6 年 令 和 5 年 

火 災 原 因          件数（比率） 火 災 原 因          件数（比率） 

た ば こ 11件 （11.6%） た き 火 15件 （15.5%） 

電灯・電話等の配線 8件 （8.4%） た ば こ 9件 （9.3%） 

放 火 （ 疑 い 含 む ） 8件 （8.4%） こ    ん    ろ 8件 （8.2%） 

電 気 機 器 7件 （7.4%） ス ト ー ブ 5件 （5.2%） 

た き 火 7件 （7.4%） 放 火 （ 疑 い 含 む ） 5件 （5.2%） 

こ    ん    ろ 4件 （4.2%） 電 気 装 置 5件 （5.2%） 

配 線 器 具 4件 （4.2%） 電灯・電話等の配線 5件 （5.2%） 

電 気 装 置 3件 （3.1%） 電 気 機 器 4件 （4.1%） 

火入れ・枯れ草焼き 2件  （2.0%） 灯 火 4件 （4.1%） 

ス ト ー ブ 1件 （1.1%） 排 気 管 3件 （3.1%） 

排 気 管 1件 （1.1%） 火入れ・枯れ草焼き 2件  （2.1%） 

溶 接 機 ・ 切 断 機 1件 （1.1%） 焼 却 炉 2件 （2.1%） 

そ の 他 の 原 因 23件 （24.2%） マ ッ チ ・ ラ イ タ ー 1件 （1.0%） 

不 明 15件 （15.8%） か ま ど 1件 （1.0%） 

合 計          95件 （100.0%） 内 燃 機 関 1件 （1.0%） 

   そ の 他 の 原 因 18件 （18.5%） 

   不 明 9件 （9.2%） 

   合 計          97件 （100.0%） 

 

種 

別 
 

 

年 

出
動
件
数 

搬
送
件
数 

搬
送
人
員 

事 故 種 別 （出 動 件 数） 

火

災 

自
然
災
害 

水

難 

交

通 

労
働
災
害 

運
動
競
技 

一
般
負
傷 

加

害 

自
損
行
為 

急

病 

そ

の

他 

前
橋
市 

令６ 20,456 17,566 17,670 129 0 5 1,222 173 199 2,750 42 190 12,568 3,178 

令５ 20,050 17,327 17,437 118 3 2 1,282 184 218 2,697 43 184 12,456 2,863 

管

外 

令６ 8 6 6 0 0 0 2 0 0 0 0 0 4 2 

令５ 9 6 6 1 0 0 5 0 0 2 0 0 1 0 

合 

計 

令６ 20,464 17,572 17,676 129 0 5 1,224 173 199 2,750 42 190 12,572 3,180 

令５ 20,059 17,333 17,443 119  3 2 1,287 184 218 2,699 43 184 12,457 2,863 
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２ 消 防 団       

 

 (1) 消防団の歴史 

本市消防団は、常備の消防局・消防署とともに本市の消防機関のひとつで、その歴史は古く、明治27年４月

に組織された消防組から引き継がれたもので、その後、消防組は昭和14年４月の勅令第20号により警防団とな

り、昭和22年には消防組織法により現在の消防団となった。消防団は一般の地域住民有志によって組織される

非常勤の消防組織である。 

本市消防団は、昭和の大合併といわれた周辺町村との合併が一段落した昭和43年４月、組織改変を断行、は

じめて「方面団制」を導入し、１団、４個方面団、14個分団、43個部、団員数1,010人とし、その後消防団の

施設装備の近代化を推し進めるため、手引動力ポンプ、小型動力ポンプを廃止し、徐々に機動性の高い消防ポ

ンプ自動車に統一を図ってきた。 

また、昭和50年に国の消防団員服制準則が制定されたのを受け、全消防団員に作業服（現在の活動服）を貸

与するとともに、常備と非常備が連携し、効率的な部隊運用を図るため、昭和52年度から常備消防が災害現場

などで使用する無線を消防団員も受信できるよう、各消防ポンプ自動車に無線受令機の積載を開始した。昭和

53年４月には常備の利根出張所（現在の利根分署）が設置されたことに伴い、第４分団（東地域）内の１個部

を減じ、現在の２個部（川曲町自治会事務所前の車庫詰所を廃止する。）とした。本市消防団の大部分の分団

が２個部から４個部体制の中、第14分団（城南地域）だけが７個部編成で他の分団との整合がとれないため、

同分団を国道50号を南北の境界として２個分団に分割し、現在の第14分団及び第15分団とした。そして、昭和

40年代後半から推し進めてきた小型動力ポンプ搭載型消防自動車の廃止が完了し、全車を消防ポンプ自動車

（全40台）とした。 

昭和50年代後半以降は、就業構造の変化に伴い、急速に被雇用者（サラリーマン）が増加し、団員の確保が

困難になってきたため、活性化対策の一環として、平成８年にはデザインを一新した活動服及びアポロキャッ

プを導入し、全団員に配備した。 

そして、平成16年12月５日、本市は隣接する勢多郡大胡町、宮城村及び粕川村の３町村と合併し、合併前の

３町村消防団もそのまま本市消防団に編入された。このため、旧３町村地域を第５方面団とし、大胡町消防団

を第16分団、宮城村消防団を第17分団、粕川村消防団を第18分団とし、合併前の組織体制を大きく改変するこ

となく、消防団の統合を果たした。その結果、１団、５個方面団、18個分団、51個部、団員の条例定数は1,155

人となった。 

この第５方面団の地域には、赤城山を含めた広大な森林原野があり、大規模山林火災の発生に備えた装備の

充実強化が必要であるため、第５方面団の各分団には、機動性の高い四輪駆動の小型動力ポンプ付積載車や水

槽付ポンプ自動車などが既に配備されていた。 

平成21年５月５日、本市は隣接する勢多郡富士見村と合併し、合併前の富士見村消防団もそのまま本市消防

団に編入された。このため、旧富士見村地域を第６方面団とし、同地域の管轄を第19分団及び第20分団とした。

その結果、本市消防団は県内最大規模の消防団組織として、１団、６個方面団、20個分団、59個部、団員の条

例定数は1,320人となった。 

近年は、地域住民の就業構造の変化や少子高齢化等の影響により、消防団員の確保がますます厳しさを増し

ており、消防団の更なる活性化及び制度の多様化を進める必要があるため、消防団活動に対する出動手当の支

給、女性消防団員の任用及び機能別消防団員制度を導入した。 

平成26年４月１日には、消防団員の確保策の一環として、出動手当の支給額を引き上げた。さらに、消防団

員の処遇向上について、引き続き充実を図るため、平成27年４月１日から、出動手当の支給額を出動１回につ

き災害出動は3,500円、警戒及び訓練等出動は各2,000円に改定した。 

また、若者の消防団離れを食い止めようと、市内へ通学する学生が入団できるように改正した消防団員の任

用に関する条例が平成27年７月１日に施行され、同日、前橋市消防団として初めての学生消防団員が８名誕生

した。 

平成27年10月15日には、横浜市消防訓練センターで開催された第22回全国女性消防操法大会へ前橋市女性

消防隊が群馬県代表として初出場し、敢闘賞を受賞した。 
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平成28年12月20日、「学生消防団員」の増加人数が全国でも多く、地域防災力の向上に大きく貢献したこと

が認められ、総務大臣から感謝状が授与された。 

平成29年４月１日には、より多くの学生消防団員を確保するため「前橋市学生消防団員活動認証制度」を導

入した。 

平成29年10月から、本市消防団員の災害活動時における一層の安全確保及び消防団への入団促進を図るた

め、防火衣及び防火帽のデザイン並びに機能を現行の仕様に変更し、本市消防団員定員数６０％を目標に配備

を開始した。 

また、平成30年７月６日に前橋工科大の学生消防団員（１人）の活動実績が認められ「前橋市学生消防団活

動認証制度」の規定に基づく「前橋市学生消防団活動認証状」及び「前橋市学生消防団活動認証証明書」が初

めて交付された。 

平成31年２月10日、前橋市農業協同組合が地域消防団活動に積極的に協力しているとして、県内で初めて  

「総務省消防庁消防団協力事務所」に認定され、認定証及び表彰状が交付された。 

令和２年５月30日に群馬県立県民健康科学大学及び上武大学の学生消防団員（２人）の活動実績が認められ

「前橋市学生消防団活動認証制度」の規定に基づく「前橋市学生消防団活動認証状」及び「前橋市学生消防団

活動認証証明書」が交付された。 

また、平成30年４月から配備を開始した現行の防火衣及び防火帽の配備が令和２年度に完了した。 

令和３年度、異常気象に伴う集中豪雨等による水害に備えるため、本市消防団においてもウレタン製の救命

ボートを３艇配備するとともに、取扱訓練を実施した。 

令和５年４月１日から、消防団員の処遇向上について、引き続き充実を図るため、報酬を年額報酬に改め、

出動手当を出動報酬へ改正し、災害出動報酬の出動１回の支給額を４時間以内の活動は4,000円、4時間を超え

る活動は8,000円、７時間45分を超える活動は当該8,000円の支給額に4,000円を加算し、以後４時間を超える

ごとに同額を加算した額に改正した。 

      また、令和５年４月１日には、平成29年３月12日の道路交通法の改正に伴い準中型自動車が新たに新設され

たことから、対応免許保有者不足の対策として準中型自動車免許の取得に係る費用を一部助成する「前橋市

消防団員準中型自動車免許取得費助成制度」を導入した。 

     令和６年３月４日「消防団等地域活動表彰」を前橋市消防団（消防団表彰）及び群馬法科ビジネス専門学

校（事業所表彰）が受賞した。 

令和７年４月１日、「前橋市消防団員準中型自動車免許取得費助成制度」の対象免許を、従前の準中型自動

車免許に限らず、各部に配備している消防車両の運転に必要な免許取得費用まで助成できるよう、制度を拡

充した。 
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(2) 消防団の組織（令7.4.1現在）                     

条例定数 １，３２０名                  

  第１分団（２個部）分団長以下 ４２人 

   第 １ 方 面 団       第２ 〃 （２ 〃 ）  〃   ４２人 

  第３ 〃 （２ 〃 ）  〃   ４２人 

  

  第４分団（２個部）分団長以下 ４２人 

市  長   第 ２ 方 面 団       第５ 〃 （２ 〃 ）  〃   ４２人 

  第６ 〃 （２ 〃 ）  〃   ４２人 

  第７ 〃 （２ 〃 ）  〃   ４２人 

         

  第８分団（３個部）分団長以下 ６２人 

団  長   副団長１２人 ※   第 ３ 方 面 団       第９ 〃 （４ 〃 ）  〃   ８２人 

  第10 〃 （４ 〃 ）  〃   ８２人 

  

  第11分団（２個部）分団長以下 ４２人 

  第12 〃 （３ 〃 ）  〃   ６２人 

   第 ４ 方 面 団       第13 〃 （３ 〃 ）  〃   ６２人 

  第14 〃 （４ 〃 ）  〃   ８２人 

  第15 〃 （３ 〃 ）  〃   ６２人 

 

  第16分団（４個部）分団長以下１０２人 

  第 ５ 方 面 団       第17 〃 （３ 〃 ）  〃  １０２人 

  第18 〃 （４ 〃 ）  〃  １１０人 

  

  第19分団（４個部）分団長以下 ８２人 

  第20 〃 （４ 〃 ）  〃   ８１人 
第 ６ 方 面 団 

方面団長（副団長） 

方面団長（副団長） 

方面団長（副団長） 

方面団長（副団長） 

方面団長（副団長） 

方面団長（副団長） 

団本部 

 

※副団長のうち６人は方面団長を兼ねる。 
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 (3) 消防団施設配備状況                             （令7.4.1現在） 

 

 (4) 活 動 状 況                                         （令和６年） 

 

 

分 団 名 
団員数 

（人） 

配 備 施 設（台） 
担  当  区 域 

消防自動車 水槽付消防自動車 その他 

本 部 33 0 0 0 市内全域 

第 １ 方 面 団 長 1 0 0 0 第１分団から第３分団の区域 

第 １ 分 団 26 2 0 0 大手町一丁目ほか１７町 

第 ２ 分 団 33 2 0 0 岩神町一丁目ほか２５町 

第 ３ 分 団 31 2 0 0 三河町二丁目ほか２１町 

第 ２ 方 面 団 長 1 0 0 0 第４分団から第７分団の区域 

第 ４ 分 団 34 2 0 0 箱田町ほか１９町 

第 ５ 分 団 19 2 0 0 石倉町ほか１６町 

第 ６ 分 団 30 2 0 0 総社町植野ほか１０町 

第 ７ 分 団 45 2 0 0 青梨子町ほか３町 

第 ３ 方 面 団 長 1 0 0 0 第８分団から第10分団の区域 

第 ８ 分 団 45 3 0 0 勝沢町ほか９町 

第 ９ 分 団 64 4 0 0 上細井町ほか２６町 

第 １ ０ 分 団 57 4 0 0 三俣町一丁目ほか１８町 

第 ４ 方 面 団 長 1 0 0 0 第11分団から第15分団の区域 

第 １ １ 分 団 46 2 0 0 上佐鳥町ほか１８町 

第 １ ２ 分 団 45 3 0 0 公田町ほか９町 

第 １ ３ 分 団 50 3 0 0 天川大島町ほか１２町 

第 １ ４ 分 団 72 4 0 0 泉沢町ほか９町 

第 １ ５ 分 団 54 3 0 0 飯土井町ほか６町 

第 ５ 方 面 団 長 1 0 0 0 第16分団から第18分団の区域 

第 １ ６ 分 団 55 3 1 4 大胡町ほか８町 

第 １ ７ 分 団 86 2 1 3 鼻毛石町ほか６町 

第 １ ８ 分 団 63 4 0 1 粕川町西田面ほか１４町 

第 ６ 方 面 団 長 1 0 0 0 第19分団及び第20分団の区域 

第 １ ９ 分 団 57 4 0 0 富士見町田島ほか９町 

第 ２ ０ 分 団 60 4 0 1 富士見町時沢ほか４町 

計 1,011 57 2 9  

区        分 回      数 延 べ 人 数 

火 災 出 動 80 回 1，172 人 

水 防 出 動 3 回 26 人 

そ の 他 の 出 動 1 回 4 人 

歳 末 特 別 警 戒 3 回 1,384 人 

出 初 式 0 回 0 人 

火 災 予 防 運 動 2 回 778 人 

火 災 防 御 訓 練 19 回 362 人 

方 面 団 別 訓 練 11 回  560 人 

計 118 回 4，286 人 


